
不動産鑑定評価基準に関する実務指針（平成26年改正部分について）・案　ご意見とその回答

1
対象不動産

の確認

留意事項総論第
8章Ⅵ-3（1）

基準総論第9章2
節Ⅶ-5

57～
65
79

　この度、対象不動産の確認について、原則内覧が必要なように基準留意事項が改
正されますが、鑑定評価の依頼には、債権処分や相続人間の紛争処理など、対象
不動産の占有者と良好な関係にない者が依頼するケースが多くあります。事実、当
社では３割近くがこれに当ります。
　そのような場合、占有者は対象不動産の内覧に同意することなどあり得ず、内覧
は事実上不可能ですが、内覧に関し基準改正時のパブリックコメントで示された「国
土交通省の考え方」は、「証券化対象不動産の鑑定評価における実地調査と同様
に、内覧できない箇所について、状況推定が可能と判断される場合には、鑑定評価
基準に則ることができる『場合がある』と考えられます。」というものです。
　どのような場合に、不動産鑑定評価基準に則れると判断されるのか、実務指針に
全く記載がないとすると、内覧を行っていないという理由だけで不当鑑定と主張され
かねません。
　このような、依頼目的と依頼者の立場からして、内覧を拒絶される、あるいは拒絶
されることが明らかな場合の考え方について、実務指針で説明が必要と思われま
す。

・内覧は対象不動産の物的確認に係るものです。収集できた
資料と実地調査で確認できた範囲において、不動産鑑定評価
基準に則った鑑定評価として対象不動産の物的確認ができる
（合理的推定を含む。）か否かについては、不動産鑑定士が判
断を行うものです。
・なお、合理的推定の方法については指針Ｐ63、依頼者との対
応については同Ｐ60・78、鑑定評価報告書への記載方法につ
いては同Ｐ80をご参照ください。

2
対象不動産

の確認
総論第8章

65～
78

　通常の対象不動産の確認、すなわち、物的確認及び権利の態様の確認の他に、
「継続賃料評価における契約内容の確認について」が記載されています。ここにはか
なり細かい内容が記載されていますが、価格形成要因として重要な内容も含まれて
いるため、賃料評価についての項目（227頁等）で詳細説明を行い、本項目では簡便
な記載に留めた方が分かり易いと思います。

ご指摘をふまえ修正いたします。

3 借家権 各論第1章 186

　借家権の取引慣行があることを前提とした場合、「正常価格」としての借家権を求
める場合についての記載と把握されます。
　一方で、解説の3段落目にある「所要の調整」についての説明には、「賃貸借契約
の経緯、借家人の貢献度等を考慮し、双方に、適切に配分する」とありますが、これ
は特定の当事者間に発生する利益を配分しているように、すなわち、「限定価格」に
ついての説明をしているように思われます。
　あくまで「正常価格」を求める場合の記載なので、自用の建物及びその敷地の価格
から貸家及びその敷地の価格を控除した額のうち、借地権の場合と同様に借家人に
帰属する経済的利益を判定すること、すわなち、慣行的に取引の対象となっている
部分を判定することが「所要の調整」と考えますが、いかがでしょうか。

・借家権売買では、通常、賃貸借契約の内容をそのまま引き継
ぎますので、現在の賃貸借当事者間において限定的に成立す
る契約締結の経緯等の事情を所与として市場価格を求めるこ
とになります。その意味で限定的な要素を含んだ表現となって
います。
・しかしながら、限定価格の説明との誤解が生じやすいというご
指摘かと思いますので、ご指摘をふまえ修正いたします。

4 借家権 各論第1章
187～
188

　基準では、賃貸借当事者を「賃貸人」及び「借家人」と表現しています。解説の中で
は、「借家人」を「賃借人」と表現している部分もありますが、基準に合わせて「借家
人」で統一されてはいかがでしょうか。

修正いたします。

5 借家権 各論第1章 187 　3段落目末に、。が二つあります。 修正いたします。

6 借家権 各論第1章 188
　1行目末に、「価格の種類としては限定賃料」とありますが、「限定価格」の誤りでは
ないでしょうか。

修正いたします。

7 借家権 各論第1章 188

　最後の段落に、定期建物賃貸借についての記載がありますが、この段落は必要な
のでしょうか。
　定期建物賃貸借の場合、期間満了で明け渡すことが確実であり、また、期間内に
賃貸人から立ち退きを請求することもできないため、そもそも「借家権」という概念が
成立しないものと把握しております。
　特徴を列記した上で、最後に「留意する必要がある」とありますが、現在の文章で
は何にどう留意する必要があるのか不詳です。当方の理解が足りず、定期建物賃貸
借においても借家権が発生する場合があるのであれば、そのケースとその場合の留
意点を、定期建物賃貸借において借家権が発生しないのであれば、その旨を記載す
べきではないでしょうか。

・例えば、再開発事業にかかる従前の評価等、定期借家契約
であっても借家人が喪失する経済価値の把握を求められる
ケースは存在します。ここでは、昨今定期借家権契約が増加し
てきていることを受け、借家権には定期借家権も含まれること、
定期借家と普通借家の違いに留意すべきことを記載していま
す。
・なお、ご指摘をふまえ修正いたします。

8
未竣工建物
等鑑定評価

総論第５章A-b未
竣工建物等鑑定

評価

13
～

bの3行目　「これによって・・・基準に則った鑑定評価として行えるようになった」　は、
「これは従来から行われてきたことであるが、基準の記載が不十分であったので、整
理し明記したものである」とすべき。この章は同様。
【理由】従来から、国土利用計画法の事前価格審査のための添付鑑定評価書、都道
府県の審査鑑定（第三鑑定の依頼）においても、造成地やマンション分譲などは「建
物の青田売りに関する事前確認申請の受理時期」の対応として、宅地建物取引業法
の円滑な実施を確保（青田売りの規定）すべく、同法と平仄を合わせ、開発許可申請
又は建築確認申請がなされた段階で鑑定評価が行えることとし、国土庁地価調査課
の指導監修のもと、鑑定業界も実施してきた。現在も国土利用計画法の当該部分は
生きています（「国土利用計画法一問一答（価格評価編）」・大成出版を参照された
い」）。　また、平成２年頃までは、複合不動産評価は、昭和３９年基準以降、実態は
当然に積算価格が中心であり、これ１本で鑑定評価を行ってきた時代が続いてきた
ことから、第7章第1節Ⅱ原価法において、対象不動産が現に存するものでないと
き・・・」にも鑑定評価ができることとされてきた。

・ご指摘をふまえ修正いたします。
・「未竣工建物を含む不動産の竣工を前提として行う価格等調
査」は、改正前の「不動産鑑定士が不動産に関する価格等調
査を行う場合の業務の目的と範囲等の確定及び成果報告書
の記載事項に関するガイドライン」において、当該条件を付加
することによって不動産鑑定評価基準に則ることができなくな
る場合の例示の一つとして掲げられていました。
・なお、ご指摘の原価法に係る規定は今回の基準改正で削除
されました。

注：類似のご意見は集約し、またご意見は概要（簡略化）としている場合があります。なお、「頁番号」はパブリックコメント募集時に公表した指針・案に対応しています。
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1



整理
番号
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9
未竣工建物
等鑑定評価

総論第５章A-b未
竣工建物等鑑定

評価
13

ｂ－6行目「なお、…」の3行は抹消すべき。【理由】造成途中や建築途中で、中断放置
されている物件は、バブル崩壊後多発し鑑定評価で対応してきたし、現在でも開発
業者の資金状況から中断放置された土地や土地・構築物（建築途上の建物）が見受
けられる。このような鑑定評価では、土地は、起伏形状など造成途中の現況形状を
所与として、また、建物は「構築物及びその敷地」として鑑定評価を行うことができる
（構築物の所有権に関する条件・契約内容等から精査した条件設定は必要だが、通
常は「自用の構築物及びその敷地として」となる）。評価上は、建築は放置されて年
数が経っていることが多く、鉄筋等も腐食が懸念され追加建築では対応できず解体
撤去費用相当額がマイナスとなるケースが多いと思われる。造成地についても同じ
で、見込地又は山林の種別の評価になります。いずれも基準に則ったものです。

・建築中の建物等が鑑定評価の対象となるかどうかについて
は、現行の「財務諸表のための価格調査に関する実務指針」
P117にも記載があります。
・造成中の土地や造成前の土地については、不動産としては
現存しているため、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価の
対象となります。

10

鑑定評価の
手法の解説
a.一体減価
について

総論第９章鑑定
評価の手法　a.一
体減価について
①・②評価手順

（イメージ）計算例

154

①の評価手順(イメージ)の例示は、計算過程において矛盾がある（①と②では割合
法での内訳価格が一致しない）。　一体減価が２０％で、このうち土地に係る減価が
２０％ならば、建物に係る減価は１４％であるはず。すなち、土地建物一体の減価
は、複合不動産としての市場性（経済的要因）であり、両者一体として需給関係の要
因が作用するのであって、これを土地と建物に減価額として配分するときには、建物
については７０に対する２０％・すなわち再調達原価100から見れば１４％の減価額と
なる。したがって建物に対する減価額控除の計算は、１００－（３０＋１４）＝５６であ
り、建物の内訳価格は５６となる。その結果、土地８０・建物５６で、鑑定評価額は１３
６でなければならない。一方で②の計算式は、土地建物の一体減価前の価格が１７
０であるので、一体減価後は、１７０×８０％＝１３６　である。本件イメージの計算例
は、①②のどちらの方法でも、土地建物一体の減価は２０％であることが前提であ
り、したがって「結論に変わりない」ということができる。こうすれば①も②も内訳価格
は土地：建物８０：５６で一致する。

ご指摘をふまえ修正いたします。

11

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

各論第3章 55

証券化対象不動産の未竣工建物等鑑定評価を可能とする今般の改正の意図に鑑
みれば、一般的な取引慣行や経済合理性に照らして妥当と考えられる対応が予定さ
れている場合には、鑑定評価が可能となる取扱いが期待されるところである。
しかしながら、未竣工建物等を対象とする不動産証券化において、鑑定評価を含む
デユーデリジェンスは、売買契約や保険締結に先立って実施されるのが通常である
ため、鑑定評価の実施時においては、具体的な回避手段が確定していない場合が
大半である。このため、上記の規定における要件を充足しているかどうかを鑑定評
価時に確定的に確認することは、実務上困難であると思料される。
このため、今般の不動産鑑定評価基準等の改正に係るパブコメに際し、国土交通省
あてに「回避手段を講じる予定であることが判断できる資料（売買契約のドラフト等）
による確認を許容する等、実務に即した対応をお願いいたしたい」との意見を提出を
したところ、「リスク回避の確認に係る資料収集等については、現在の実務対応状況
等を踏まえて適切な指針が策定されるよう、公益社団法人日本不動産鑑定士協会
連合会に対して要請して参ります」との回答があったところである。
この点を踏まえ、＜基本的考え方＞における「建物が未竣工であることに起因するリ
スクが担保されている」と判断するための根拠資料として、＜解説＞において、回避
手段を講じる予定であると判断できる資料（具体例としては、売買契約のドラフト等）
による確認を許容する旨を明示する等、実務に即した対応が可能になるようお願い
いたしたい。

投資家保護の観点と実務における現実的な対応とを十分に勘
案のうえ、具体的な対応について現在改正を検討中の「証券
化対象不動産の鑑定評価に関する実務指針」において記載い
たします。

12
収益還元法
（事業用不動

産）
Ｄ具体例

163

164

①不動産鑑定評価基準に、「事業用不動産の鑑定評価」がこのたびの改正で明確に
規定され鑑定評価の領域が拡大したことは大きな前進であり、喜ばしいことと思って
います。
②ただ、これからの実務的展開には多くの課題があると思う。
③特に、総費用の算定にあたって、賃貸用不動産との整合性上「賃貸用不動産の算
定の例」によると規定することはやむを得ない面もあるかもしれないが、事業用不動
産は単体の賃貸用不動産と違い複合的かつ大規模な集合体である場合が多く特殊
性がある。減価償却費については償却前で還元利回りに反映することを原則とする
とか、減価償却費以外の不動産関連経費も極力還元利回りでもって反映できないか
検討すべきであると思う。
④あるいは、段階的に運用して、実務的実績を重ねて目安となる実績データ等が蓄
積された段階で「賃貸用不動産の算定の例」によることも考えられると思う。

賃貸以外の事業の用に供する不動産に係る収益還元法につ
いては、従来より当該事業経営に基づく収支による純収益を還
元する方法が規定されていたところです（ご指摘の③の対応は
これにあたるかと思います）。
今回の改正においては、これら不動産についても、事業収支に
基づき把握した負担可能賃料により賃貸事業を想定し、賃貸
用不動産と同様に収益還元法の適用を可能としたものです。

13
収益還元法

（更地）
Ｃ解説

168

169

①土地残余法は、本来、建付地の価格を求めるための手法であることを明確にして
おく必要があると思う。
②更地の場合は例外的な適用であり、賃貸事業を最有効使用としてライフサイクル
の観点を導入していることを明確にしておく必要があると思う。
③ライフサイクルの観点からであっても、土地建物一体の不動産として同一の基本
的還元利回りである必要はないと思う。
④本来、土地と建物は異なる資産であり、リスク等も異なることから、基本的還元利
回りは異なっている。
⑤なお、建付地の場合、このたび「建付増価」が生じる場合があることが認められて
いる。それを裏付けるのは貸家及びその敷地の収益価格を土地残余法で求めた場
合である。運用上の留意事項で「建物等が古い場合」の記載があるが、「築後間もな
いもの」の解釈は許容範囲の広い解釈ができるようにしておく必要がある。

土地残余法については、実務における適用実態を踏まえ、「原
則として更地に適用する手法」とし、「例外的に新築または築後
間もない場合には建付地についても適用できる手法」というよう
に基準改正において位置づけが変更されています。実務指針
はこれに沿ったものとなっています。

2
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意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

14

　　新規賃料
（宅地
賃貸事業分
析法）

各論　第２章
213
～
220

①このたび、新手法として規定されたことは大きな前進であり、喜ばしいことと思っておりま
す。
②ただ、実務的展開には、以下のとおり意見があります。
③一番大切なことは汎用性のある有用な手法にすることである。
④このたび、運用上の留意事項の一部改正で、「新たに締結される土地の賃貸借等の契約
内容に基づく予定建物を前提として」と記載されているが、「予定建物」の解釈を明確にして
おく必要があると思っている。
⑤新規賃料は、途中で賃貸人や賃借人が交代して新たに賃貸借契約を締結する場合に必
要になってくるし、また、継続賃料の場合でも、差額配分法を適用する際、「新規賃料は積算
法、賃貸事例比較法等により求めるもの」の等の中に賃貸事業分析法を有用な手法として
位置づけしておく必要がある。せっかく新手法が規定されても実務的意義がないと思ってい
る。
⑥「予定建物」の解釈については、価格時点の土地が更地で新規契約される場合ばかりで
はなく、既に建物が存在している場合も含まれる契約予定の建物であることを明確にしてお
く必要がある。
⑦不動産鑑定評価基準では比較考量すべき手法として規定されていることはやむを得ない
としても的確に適用されれば、実務では説得力のある有用な手法であることから、解説のと
ころでは、「対象不動産の状況や地域の実情によっては有用な手法であることに留意する必
要がある」と記載すべきであると思う。
⑧実務的展開にあたっては、本来、土地と建物は異なる資産であることに加え、土地所有者
と建物所有者が異なっていることから、夫々、別々に利回りを算定する必要があるし、費用
項目についても多くの実務的検討事項があると思っている。218頁～220頁で具体例が示さ
れているが、まだ検討すべき実務的課題が多い中、具体的数値の入った参考例を提示する
のは誤解を招く惧れがあるので削除しておいた方がいいのではないかと思う。

・賃貸事業分析法の適用に当たっては、既存の建物及びその
敷地において、新たに締結される土地の賃貸借等の契約内容
に基づく既存建物を前提として土地に帰属する純収益を求める
こともできます。
・しかしながら、土地残余法と同様に建物等が古い場合には複
合不動産の生み出す純収益から土地に帰属する純収益を的
確に求められないことが多いので、建物等は新築か築後間も
ないものでなければなりません。実務指針ではコメントがありま
せんでしたので、ご指摘をふまえ修正いたします。
・また、「対象不動産の状況や地域の実情によって有用な手法
であることに留意する必要があると記載すべき」との点につき
ましては、ご指摘の視点について基準総論「第8章　鑑定評価
の手順　第7節、第8節」において記載されているところですの
で、当該部分での記載は不要と考えております。
・賃貸事業分析法の参考例は、考え方について理解を促すた
めの例として記載したものですが、具体的数値がある場合、ご
指摘のように誤解を招く恐れがありますので、具体的数値につ
いては割愛いたします。

15 ― ― 全体

本実務指針では、「改正内容の概要」「改正の目的」等についても記載されている
が、実務指針が「原則として準拠し、実務の指針とすべきもの」であるならば、「○○
すべき、○○してはならない」というような準拠すべきもののみの記載にとどめ、概要
や目的、記載例については別途「研究報告」（又はこれまでのように住宅新報社から
出版されている「要説」等）として作成することが望ましいと思料。
また本文中に判例も多く引用されているが、判例変更があった場合にパブコメ等の
手続きを経て都度更新することは現実的ではなく、判例等も実務指針ではなく「研究
報告」等への記載がふさわしいと思料。

連合会が作成している実務指針は、不動産鑑定士が鑑定評価
等を行うにあたっての実務上の指針となるものであり、その中
には、制度の解説や記載例等必要な解説も含むものです。す
でに作成している「証券化対象不動産の鑑定評価に関する実
務指針」や、「財務諸表のための価格調査に関する実務指針」
も解説等を相当記載して作成されています。判例を記載してい
る部分は、実務上、参照が必要と考え掲載しているものです。
また、実務指針は原則として準拠するものですが、実務指針に
おいて「望ましい」と記載されているものは、個別案件に応じた
適切な対応をすべきとの趣旨であり、個別性の高い鑑定評価
のすべてにおいて適用することが困難な事項を想定していま
す。

16
個別的要因

（建物）
総論第3章 3

「また、 省エネルギー対策の設備としてはＬＥＤ照明、自然採光システム・・・について
も確認を行うことが必要である」との記載について。
個々の照明（LED有無）等について確認を必須とするのは現実的ではない。「また、
省エネルギー対策の設備としてはＬＥＤ照明、自然採光システム・・・が挙げられる。」
程度の記載で充分と思料する。

ご指摘をふまえ修正いたします。

17

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 21
脚注7において、「価格に与える影響の程度について」とあるが、p21本文と同様、「価
格に与える影響の程度等について」と修文すべきと思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

18

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 24

依頼者から受領することが望ましい資料として
・発注者に工事完了の意思がある旨の念書等
・当該工事に係る融資証明書や発注者の財務諸表等
が挙げられている。

建築確認を取得し、工事に着工している場合に発注者に工事完了の意思があること
は自明であり、こうした資料を依頼することは不動産鑑定士の常識を問われかねな
いため、「発注者に工事完了の意思がある旨の念書等」は削除すべきと思料。また、
「当該工事に係る融資証明書や発注者の財務諸表等」についても融資証明書の受
領は現実的ではなく、以下のように修文すべきと思料。
→発注者の資金調達能力等の確認資料（発注者の財務諸表等）。

ご指摘をふまえ修正いたします。

19

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 26
想定上の条件の実現性の確認について、権限者の意思を「依頼書や確認書にその
旨の記載」とあるが、andかorが不明瞭。「依頼書または確認書」と修文すべきと思
料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

20

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 27

依頼者から受領することが望ましい資料として
・想定する条件を実現するための工事等に係る融資証明書や想定した条件を実現
する者の財務諸表等
が挙げられているが融資証明書の受領は現実的ではないため、一律に「望ましい」と
するのではなく、以下のように修文すべきと思料。
→想定する条件を実現するための工事等に係る発注者の資金調達能力等の確認
資料（発注者の財務諸表等）。

ご指摘をふまえ修正いたします。

21

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 31

「イ　不動産の売買契約等において・・・取扱いが約定される場合」の中段で「なお、こ
の約定は一般的な瑕疵担保条項ではなく・・・具体的な約定である必要がある。」と記
載されている。しかし売買契約において「一般的な瑕疵担保条項」で約定されるケー
スも見受けられ、具体的な約定が無いと条件設定できないというのは違和感がある
ことから、この一文は削除すべきと思料。

・対象となる価格形成要因に関する特約とは認められない場合
は、本対応の前提となる対象不動産のリスクについて契約当
事者が認識していない場合も想定されますので、特約条項は
原則として具体的な内容である必要があります。
・なお、一般的な瑕疵担保条項でも、契約当事者が対象となる
価格形成要因にかかるリスクをふまえたものと判断される場合
は、対応可能と考えます。

3



整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

22

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 31

「ウ 担保権者が当該価格形成要因が存する場合における取扱いについての指針を
有し、・・・調査が実施される場合」について。
これは基準の留意事項では例示である。一方、本実務指針では「査定上の指針・・・
調査が別途実施される場合には・・・条件の設定は可能」という説明で査定指針と調
査を前提条件とし限定しているような表現となっている。
依頼者が担保権設定者である場合、鑑定業者は担保権者と直接接触しないケース
が多い。この場合、査定指針や調査の有無は把握困難である。一般的に銀行等の
プロの金融業者であれば、自らリスク判断可能と推察されるので、説明文としては
「留意事項での例示のほか、担保権者が自ら当該影響を認識できると判断できる場
合」というような表現にすべきと思料。

・調査範囲等条件を設定するための要件は、限定的に考えるも
のと考えます。特に依頼者が担保権設定者である場合は、判
断の当事者ではないので、一層慎重な対応が必要と思いま
す。
・不動産鑑定士が、予定されている開示・提出先の金融機関等
において、これらの要件を満たすと積極的に判断できる場合
は、対応可能と考えます。
・しかしながら、担保権者は銀行等の金融機関には限定されて
いませんので、ご指摘の「一般的に銀行等のプロの金融業者
であれば、自らリスク判断可能」とは言い切れず、安易に判断
すべきではないと考えます。
・なお、不動産鑑定士による確認については、依頼者を通じて
担保権者に間接的に確認することで対応可能と考えます。

23

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第8章 32

e　個別的要因に係る想定上の条件との相違
「調査範囲等条件は、・・・土壌汚染の除去等のリスク除去等の実現性の確認は必要
ない。なお、リスク回避の具体的内容やリスク判断のための別途調査の有無、契約
条項等の実現性は確認が必要である。」とある。評価時点では契約条項が確定して
いないこともあり、契約条項等の実現性の確認は現実的には困難な場合も多い。ま
た、実務上、鑑定評価書の利用者の利益を害するおそれがないと判断するために、
この全てが必要とは言えないことから、後段の「なお」書きは、
「なお、鑑定評価書の利用者の利益を害するおそれがないと判断するために、リスク
回避の具体的内容やリスク判断のための別途調査の有無、契約条項等を確認する
ことは有用である。」という表現に留めるべきであると思料する。

・これらの対応は、調査範囲等条件を設定するための要件です
ので、「別途の対応が図られる」と不動産鑑定士が判断できる
ことが必要です。
・なお、鑑定評価を行った年月日において、契約書や調査書を
確認することまでは求めていません。

24

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第9章 49

対象不動産上に建物等が存するが更地として評価する場合で、依頼目的と利用者
の範囲から利益を害することがないことが自明の場合は妥当と判断した詳細な根拠
の記載は不要と追記すべきと思料。また、例1の記載は実現性が必要と誤解を生じ
るおそれがあるので、取壊し予定のない場合の記載例に変更することが望ましいと
思料。

・ご指摘の自明である場合については、妥当と判断した内容を
記載して対応すべきと考えます。
・なお、実現性の要否については、ご指摘をふまえ修正いたし
ます。

25

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第9章
50
51

条件設定の合理的理由判断のための具体例として取引金融機関への聴聞（格付
け）とあるが、取引金融機関が鑑定業者から格付けのヒアリングを受けて回答するこ
とは想定できず、現実的ではないので「有価証券報告書の確認」等に修文すべきと
思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

26

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第9章 52

設定した調査範囲等条件の妥当性判断の記載例として、2例挙げられている。
調査範囲等条件については、p28の留意事項③イ及びp31において、条件設定でき
る場合の例として5例挙げられており、これに対応し、5例記載するのが望ましいと思
料。

・「ウ　担保権者が…」については、ご指摘をふまえ記載例を追
加いたします。
・「オ　財務諸表の作成に…」については、現在改正を検討中
の「財務諸表のための価格調査に関する実務指針」において
記載いたします。
・なお、特定の価格形成要因の例示である「隣接不動産との境
界が不分明な部分が存する場合における対象不動産の範囲」
に関する記載例も追加いたします。

27

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第8章・各論
第1章、総論第9

章
52

脚注22「限定した調査に基づく価格判断は・・・価格への影響は記載しない。」と記載
があるが、価格形成要因から除外する場合の記載であるにも拘らず、価格判断をす
る前提のような誤解を生じかねない。価格形成要因から除外しているのであるから、
「限定した調査の範囲で判明した内容による価格への影響は、鑑定評価書の利用者
の誤解を生じるおそれがあるため、端緒の有無に拘らず記載しない。」と修文すべき
と思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

28

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第9章 54

「対象不動産は工業団地内に存する工場・・・取引事例等の分析から通常の土壌汚
染によるリスクは取引価格に織り込まれていると判断され・・・減価要因とはしなかっ
た」とあるが、
取引価格に土壌汚染リスクを織り込んで取引することは稀であり、むしろｐ31記載の
とおり売買契約の条項（土壌汚染特約条項や瑕疵担保条項）で対応するのが一般
的である。記載例とは言え、適切な例ではないと思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

29

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

各論第3章 55

「①については、・・・・⇒設定した条件の実現性の確保」とあるが、未竣工建物鑑定
評価においての「実現性」は総論第5章で議論している内容であり、各論第3章では、
証券化対象不動産評価の場合に、通常のものに加えて要件を上乗せし、「実現性」
＋α を求めている。誤解を生じないよう、「実現性」を「確実性」等に修文するか、「⇒
設定した条件の実現性の確保」の部分を削除すべきと思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

30
対象不動産

の確認
総論第8章 64

「内覧の全部又は一部の実施について省略することができるのは、・・・1年未満の場
合に限るものとする」とあるが、内覧を行えない場合の合理的な推定ができるかどう
かの判断基準は鑑定士の判断事項としている（p63脚注24）こととの均衡を考えれ
ば、「1年未満の場合に限るものとする」は「1年未満の場合が望ましい」と修文すべき
と思料。

・「内覧の省略」は例外扱いであり、内覧の省略が可能な「期
間」を実務指針により明確にする必要があります。
・なお、「期間」については、ご指摘をふまえ修正いたします。

4



整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

31
対象不動産

の確認
総論第9章 80

「オ　実地調査の一部を・・・」の段に「建物の一部や・・・確認ができなかった場合に
は、その範囲及び理由を記載・・・」とある。
大規模ビルの場合等その範囲を全て記載するのは困難であり、「その範囲（代表的
な箇所）及びその理由」という程度の記載が望ましいと思料。

・確認できなかった範囲については、合理的推定が可能かどう
かの判断が必要となりますので、推定した理由との関係で明確
にする必要があります。
・なお、この関係が鑑定評価書の記載上明確であれば、必ずし
もすべての範囲を具体的に記載する必要はありません。

32
原価法

（再調達原
価）

総論第7章 136

通常の付帯費用として「貸家及びその敷地の場合、テナント募集費用を計上する」と
あるが、賃貸⇔自用で使用目的を変更した場合に、同一不動産にも拘らず所有者の
利用目的により再調達原価が異なることには違和感を感じる。また、テナント募集費
用は収益還元法においては費用項目であり、再調達原価を増価させる要因とするこ
ととは整合しないため、削除することが望ましいと思料。

・ご指摘の部分は、テナントが入居している状態を所与として、
その「貸家及びその敷地」を再調達する、という考え方によって
います。従って、テナント募集費用は再調達するためのコストと
して捉えています。
・ご意見の考え方によれば、積算価格はテナントの有無は考慮
しないもの（自建と同額）として求め、試算価格の調整において
その点を考慮の上鑑定評価額を決定するということになるかと
思いますが、その考え方を否定するものではありません。
・両者の考え方があることから、実務指針では「賃貸中の不動
産としての再調達原価を求める場合」にはテナント募集費用を
計上するものと記しております。

33
原価法

（再調達原
価）

総論第7章 137

損失が発生するリスクの例示として「境界確定同意書の取得遅延」、「天災等による
工事の遅延」が挙げられているが、前者については仲介実務における同意書取得の
確実性、後者については将来の気象条件の把握は非常に困難であり、これらのリス
クを見積もることは現実的ではないため、削除することが望ましいと思料。

・開発リスクについて、その要因を網羅的に例示しております。
それぞれのリスクの程度は物件により違いますので、適宜判断
の上、再調達原価において考慮すべきと考えます。
・なお、開発リスクのすべての項目について、必ず数値化して
計上すべきということまでは求めておりません。

34
原価法

（減価修正）
総論第7章 155

原価法における市場性の反映について、市場性の後退（及び促進）の要因の具体的
な例示をすることが望ましいと思料。

ご意見として承り、今後の検討課題とさせて頂ければと思いま
す。

35
収益還元法
（事業用不動

産）
総論第7章 164

依頼者との確認事項について、「事業に係る経営資料等の提供を受けることが必要
となる」とあるが、提供を受けられない場合も想定されるため「事業に係る経営資料
等の提供を受けることが望ましい」とすることが望ましいと思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

36
借地権及び
底地（定期借

地権等）

各論　第1章
206

(エ)契約に当たって授受された一時金の額及びこれに関する契約条件で、「一時金
の返還債務の承継の有無について明確にしておくことが必要である」と記載されてい
るが、鑑定評価の依頼を受けた段階では、必ずしも、まだ承継の有無が明確になっ
ていない場合もあると思わるため、「明確にしておくことが望ましい」と修文すべきと思
料。

・ご指摘は「預り金的性格を有する一時金」についての記述で
すが、預り金的性格の一時金については、必ずしも旧借地権
者から新借地権者へ承継されるものではないとする最高裁判
例を踏まえ、鑑定評価の依頼を受けた段階で承継の有無が明
確になっていなくとも、鑑定評価上は取扱いを明確にすること
が必要となります。
・上記をふまえ修正いたします。

37
資料の価格
形成要因（新

規、継続）
各論第2章 226

「当事者間で事実の主張が異なることが判明している場合、当該事項の取扱につい
て鑑定評価報告書に記載しなければならない。」
 とされているが、「判明」の具体的な確認方法が不明。

「総論第9章 第2節 記載事項 Ⅶ鑑定評価額の決定の理由の
要旨 6.当事者間で事実の主張が異なる事項」の説明で記載し
ています。訴訟においては、訴状、答弁書、準備書面、証拠資
料等から把握することが可能と考えます。

38
継続賃料（一
般的留意事
項、手法）

総論第7章
各論第2章

244

「賃貸事例比較法の適用に際して・・・適切に補正することが可能である賃貸事例を
もってそれに代替すること・・・必要である」とある。継続賃料の評価にあたり、賃貸事
例比較法（類似性が認められる賃貸事例が収集できない場合、新規の賃貸事例を
用いて賃貸事例比較法を適用すること）を必ずしも求めるものではないと理解してよ
いか。

・継続賃料の鑑定評価において、基本的には類似性が認めら
れない事例や新規の賃貸事例を用いることは適切とはいえな
いため、手法を適用できない理由を明示すればよいと考えま
す。
・なお、安易に手法の適用が断念されないために厳格な類似
性を求めていないところですので、適用か非適用については、
適宜、適切な判断をしていただければと考えます。

39

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第5章 29
Cⅲ「除外して評価を行う場合も」
は「除外して評価を行う場合は」と修文すべきと思料。

ご指摘をふまえ修正いたします。

40

対象不動産
の確定（調査

範囲等条
件、未竣工
建物等鑑定

評価）

総論第8章
各論第1章

38 ＜解説＞第1段落末尾の「課程」は「過程」の誤記と思料。 修正いたします。

41
対象不動産

の確認
総論第8章 77 2行目「賃借人に負担」は「賃借人が負担」の誤記と思料。 修正いたします。
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42
借地権及び
底地（定期借

地権等）
各論第1章 205 ＜解説＞の1行目の「地権の鑑定評価」は「借地権の鑑定評価」の誤記と思料。 修正いたします。

43
継続賃料（一
般的留意事
項、手法）

総論第7章 236 ア「①通借地権」は「①普通借地権」の誤記と思料。 修正いたします。

44
対象不動産

の確認
総論第5章

16
17
28
41

　今般の中古住宅流通活性化等を睨んだ各改正は、少子高齢化等により縮小が見込まれ
る我が国の不動産市場の活性化に寄与するものと期待いたします。
　一方、金融機関が担保評価を行う場合には、これまでのところ、特に居住用不動産である
戸建住宅や区分所有マンション1室等の場合は、債務者（所有者）の協力が得難いことか
ら、内覧を行わずに実施されていることがほとんどのようです。
　従来、内覧が行なえない場合おいても、基準に則った鑑定評価を行ってきた場合におい
て、要件の厳格化によって基準に則った鑑定評価が行なえなくなると、金融機関等において
様々な混乱が生ずる可能性も危惧されます。そのため内覧が行えない場合においても、基
準に則った鑑定評価として行える旨の例外的な運用を求めるニーズが強まるものと考えま
す。
　こうしたニーズに対応するためには、例えば、以下のような例外的な運用の例示を実務指
針に記載するなどの方法が考えられますがいかがでしょうか。
　実務指針案P41の「依頼目的や依頼者の事情による制約がある場合」に該当するものとし
て、依頼者の同意を得て調査範囲等条件を設定して鑑定評価を行うことができる旨の記載
に準じ、「内覧実施について対象不動産の所有者である債務者の同意が得られないため、
止むを得ず外観調査にて鑑定評価を行う」旨、及び「実際の建物内部の状況が不明なた
め、依頼者において鑑定評価額につき担保価値把握を前提とした保守的な所要の調整を
行う」旨、並びに「鑑定評価書の利用者が依頼者兼担保権者である金融機関のみである」旨
を理由に、利用者の利益を害するおそれがないと判断される場合に例示のある「依頼者等
による当該価格形成要因に係る調査、査定又は考慮した結果に基づき、鑑定評価書の利
用者が不動産の価格形成に係る影響の判断を自ら行う場合」に該当するものとして、実務
指針に例示する方法。

・調査範囲等条件の対象となる価格形成要因は、不動産鑑定
士の通常の調査能力から判断され、その対象は限定的です。
・実務において、ご指摘のような事案が少なくないことは想定さ
れますが、過去の不当鑑定事案からも、鑑定評価における確
認作業は、詳細に行うことが期待されています。
・したがって、合理的な推定ができない場合には、基準に則っ
た鑑定評価として行うことはできません。

45
原価法

（建物評価
等）

総論第7章 -

　今般の基準改正は、平成26年3月に国土交通省から通知された｢中古戸建て住宅
に係る建物評価の改善に向けた指針｣と軌を一にするものと思料します。この指針に
指摘のある、｢（従来）一律に築後20～25年程度で住宅の市場価値がゼロとされる取
扱いが一般的である。｣という記述、ならびにこの点を改善（適切な再調達原価、経
済的残存耐用年数の把握および減価修正の実施）していこうとする方向性からすれ
ば、今後の中古戸建て住宅の評価においては、従来よりも建物の価値が高まる傾向
と考えられます。
　一方、中古戸建て住宅の取引市場において、地域毎の主たる需要者層の可処分
所得や借入金返済能力が大きく上昇しない限り、市場で流通する（受け入れられる）
取引総額の上昇は期待しにくく、土地・建物総額に占める建物価値が上昇する反射
として、その内訳としての土地価格が押し下げられる可能性も考えられます。市場で
生起した取引事例の把握に際してこの地価動向への懸念は、従来との比較や関連
においてどのように整合を図っていかれるのでしょうか。

・鑑定評価（正常価格）が市場価値を求めるものである、という
原則になんら変更はございません。
・建物に原価法を適用する際においても、経済的残存耐用年
数を適切に査定する等の過程を通じて、若しくは土地・建物一
体としての市場性の検討を通じて、対象不動産の市場性を判
断していくことになります。
・市場において中古戸建住宅の市場価値が下落しているという
状況が生じているならば、建物と土地のどちらに起因するもの
であるかの分析を経て、建付地及び建物の価値を判断するこ
とになります。一方的に建付地を減価するというものではないと
考えます。
・なお、中古戸建住宅の流通市場の動向、これら流通市場をふ
まえた地価の動向等には今後とも注視が必要であると考えま
す。

46
原価法（耐用

年数）
総論第7章 146

言うまでもないことでしょうが、「躯体」を「躯体・仕上げ」と分解した際、従来「躯体」の
みで耐用年数を50年と把握しているような場合、「仕上げ」に対応する耐用年数は50
年より短くなることから、「躯体」の耐用年数は50年を超える年数となるのでしょう
か？

従来・・・躯体（80%）：50年 、 設備（20%）：15年
改正・・・躯体（40%）：70年 、 仕上げ（40%）：30年 、 設備（20%）：15年
　　　　　　※上記のように、従来基準の50年を按分して計上するのでしょうか？

・躯体と仕上げ部分を合わせて耐用年数50年と判断される建
物ということであれば、ご指摘のとおり、その建物の躯体部分
の耐用年数は50年を超えることになると思われます。
・ただし、基準における基本的な考え方は、耐用年数が最初に
ありきではありませんので、50年を按分するという方法は基準
に則した手順とは言えず、詳細な部位別に経過年数と経済的
耐用年数を把握し、それを積み上げた結果が、たまたま50年又
は70年になった、ということにすぎません。
・今回の基準改正における原価法の精緻化は、税法上の耐用
年数等を安易に採用することなく、物件の個別性に即して耐用
年数等を判断することを要請しています。

47
原価法（減価

修正）
総論第7章 152

貸家の場合の「仕上」の減価修正の考え方を具体的に示していただきたい。
モデル試算表では、建物の再調達原価を1）躯体、2）仕上、3）設備にわけてそれぞ
れに減価額を査定している。2）仕上に関して、貸家の場合、事務所、共同住宅を問
わず貸室内部の仕上については、当初建築時には建築主が費用を負担し、テナント
入れ替え時において原状回復義務のある賃借人が更新費用を負担するケースが多
いと考えられる。鑑定士によって計算過程がばらばらであると依頼者に対して余計な
混乱を与えてしまう虞がある。

・賃貸借契約書等で借主の義務を契約書等で確認できた場合
には、「内部仕上げ」のうち原状回復の対象となっている部分
についての減価の必要はないと考えます。
・なお「内部仕上げ」には内装仕上げだけでなく、内部建具も含
まれますので、再調達原価のうち原状回復の対象部分を適切
に把握する必要があります。
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48
原価法（減価

修正）
総論第7章 152

付帯費用、特に土地に帰属すると考えられる付帯費用の減価額の査定方法が明確
ではないため、具体的に示していただきたい。付帯費用には、建物ではなく土地に帰
属している費用もあると考えられる。土地に帰属する付帯費用に対しても、建物の耐
用年数に応じて減価させるもしくはさせない等、鑑定士によって計算過程がばらばら
であると、依頼者に対して余計な混乱を与えてしまう虞がある。

・付帯費用の減価修正については複数の方法が考えられ、ご
意見として承り、今後の検討課題とさせて頂ければと思いま
す。
・なお、減価修正の基本的な考え方等は基準や実務指針に記
載されておりますので、これらの趣旨をふまえ、適切な方法で
減価修正を行う必要があると考えます。

49

未竣工建物
等鑑定評価
を行う場合

の要件

総論第5章 55

証券化対象不動産における、未竣工建物等鑑定評価の条件設定に関して、解説が
なされておりますが、どのような場合にはリスクが担保されているといえるのか（特に
建物竣工の実現性に係るリスク）、より明確な判断基準を例示していただきたい。
もし判断基準の例示が困難だとしたら、不動産鑑定士の判断に任せるという趣旨で
よろしいでしょうか。

・証券化対象不動産において、未竣工建物等鑑定評価を行う
場合には、改正基準総論第5章の規定に加え、設定した条件
の確実性及び設定した条件と異なる結果となった場合につい
て、具体的な措置が行われていることにより、投資家保護が図
られているかを、例示の資料等により鑑定士が判断する形とな
ります。
・具体的な対応について現在改正を検討中の「証券化対象不
動産の鑑定評価に関する実務指針」において記載いたします。

50
実務指針全

般
全般 -

貴協会ホームページによれば、改正不動産鑑定評価基準は平成26年11月1日から
施行され、同日以後に契約を締結する鑑定評価または価格等調査業務から適用に
なる旨の記載があります。一方当該実務指針は不動産鑑定評価基準等の施行と合
わせて適用開始予定との記載もあります。
不動産鑑定評価基準及び実務指針について、遡って適用(例えば10月中から）する
ことは可能でしょうか。　それとも原則どおり平成26年11月1日以後契約分から適用し
なければならないのでしょうか。鑑定士協会殿の見解をご教示ください。

・ご指摘のとおり、改正基準等は、平成26年11月1日から施行
し、同日以後に契約を締結する鑑定評価等から適用することと
されています。
・今回の改正基準等では、「未竣工建物等鑑定評価」や「調査
範囲等条件」が新たに基準等に導入されたり、鑑定評価報告
書の記載事項が拡充されるなど比較的大きな内容の改正を
伴っており、「旧基準等の適用か、改正基準等の適用か」等の
実務上の混乱を避けるためにも、改正基準等及び実務指針に
ついては、平成26年11月1日以後に契約を締結する分から適
用すべきと考えます。
・なお、改正基準等の内容のうち、従来から行われていた実務
慣行等を今回の改正において明確化した部分（例えば、事業
用不動産に係る規定の充実、建物に係る価格形成要因の充
実など）については、施行日以前においても、改正基準の内容
等を踏まえて鑑定評価を行うことに特段の問題はないと考えま
す。

51 一体減価 総論第7章 154

一体減価のみならず、一体増価についても触れてほしい。
　現状、一体増価に対する対応は鑑定会社（鑑定士）毎にバラバラの状況と考えられ
るので、この機会に、（一体減価ばかりにクローズアップするのではなく、）一体増価
についても言及してほしいです。

・基準には、いわゆる「一体減価」のみが記載されていますが、
当該一体減価における諸要因の作用の程度については、対象
不動産の個別性等に応じてそれぞれ考慮すべきものと考えま
す。
・建付増価については、具体例を「建付地と更地との関係」にお
いて記載しております。

52
事業用不動

産
総論第7章 162

【不動産の区分イメージ】図において、ゴルフ場も賃貸の場合も存在するので、「ゴル
フ場（賃貸）」と「ゴルフ場（直営）」を記載すべきと考えます。

本図はあくまでイメージとして、汎用的な用途を例示したものと
ご理解下さい。

53

鑑定評価報
告書

記載事項

鑑定評価額
の決定の理
由の要旨

当事者間で
事実の主張
が異なる事

項

総論第9章 86

「C　解説」に、以下の内容を追加すべきである。

「　なお、当事者の一方からのみの情報による場合は特に、鑑定評価を実施する不
動産鑑定士の責任の範囲を確定するため、また、訴訟関係人の比較に資するため、
関連する訴状等の訴訟資料及びその事情をすべて提示したか否かを、依頼者及び
訴訟代理人に書面で確認するとともに、いずれの資料に基づいて鑑定評価の前提を
確定したかにつき、資料及び該当箇所を鑑定評価報告書に明示の上、意見表明す
ることが望ましい。」

上記の記載変更に呼応して、「F　記載例」も加筆すべきである。

「なお、上記契約事情及び主張は、以下の契約、訴訟関連資料及びこれに関する依
頼者へのヒアリングに基づく。

　１　賃貸借契約書（甲○号証）　第○条
　２　訴状　○頁
　３　原告準備書面○　○頁

ただし、当不動産鑑定士は、依頼者より契約関連資料（別掲）以外の資料提出・説明
を受けていない。」

・本部分は、争訟等の当事者間において主張が異なる事項が
判明している場合において、その内容の記載を求めているもの
であり、当事者間の一方の資料のみの情報で、当該主張が異
なる事項が判明しているか不明の場合にまで当該を記載する
ことを求めているものではありません。
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54
新規賃料固
有の価格形

成要因
各論第2章 223

「C　解説」に、以下の内容を追加すべきである。

「　以上の各々の契約内容は、賃貸借等の契約当事者によって総合的に考慮され、
相互に関連性を持つとともに、新規賃料はその一部として決定される。これは、鑑定
対象となる賃貸借等の契約における当初（合意）賃料となる。
　なお、新規賃料を求める前提となる賃貸借等の契約内容（項目の詳細は、「基準留
意事項Ⅵ３．（２）権利の態様の確認」参照）は、その後の継続賃料の価格形成要因
となり、賃料改定の方向を左右する賃料決定の要素となった諸般の事情の主要な部
分を占めるものであるから、契約関連資料及びそのヒアリング等を通じて十分に分
析し、これを鑑定評価報告書に明確に記載するよう心掛けなければならない。
　また、これら契約内容等の諸般の事情を、客観的に専門家が整理することが、契
約（紛争）当事者間の争点を明確にし、法曹を介した紛争解決の一助となることに留
意すべきである。」

頂きましたご意見については、その趣旨及び内容を十分に踏
まえて、実務指針を作成しております。

55
継続賃料固
有の価格形

成要因
各論第2章 224

前述「新規賃料固有の価格形成要因」の記載（P223）に呼応して、「C　解説」の「…諸般の
事情に係る要因に分類することができる。事情変更に係る要因は…」の「できる。」の後に、
以下の内容を挿入すべきである。

「　もちろん、新規賃料固有の価格形成要因で述べた如く、鑑定対象となる賃貸借等の契約
における当初（合意）賃料としての新規賃料について、賃料決定の要素となった諸般の事情
を分析・究明することが、賃料改定の方向を左右する重要な要素となることを忘れてはなら
ない。なぜなら、継続賃料は、契約当事者が合意賃料の改定を求めるときに必要となるもの
であり、一番確実な合意時点である当初賃料における合意内容を、事情変更を原因として
修正するか否かを判断しなければならないのであるから、当該合意を明らかにすることがま
ず、継続賃料の鑑定評価の出発点となるべきである。
　これは、事情変更を考慮する起点となる直近合意時点を確定する際にも重要な要素とな
る。その理由は、当初契約が、当事者が現実に合意した確実なものであり、以後の賃料改
定や契約変更は、当初契約の履行もしくは修正という過程を経るからである。不動産鑑定士
が、契約当事者間で現行賃料を合意しそれを適用した時点を確定するには、現行賃料が当
初賃料と異なる場合、当初契約時点から価格時点までの間に当初合意と異なる合意が存
在する可能性を意味し、その内容及び時点を判定しなければならない。そして、現実に合意
したか否かは、経済的合理性を伴って相応の交渉を経た上の合意かどうかで判別すべきと
考えられ、当初及び各改定時の賃貸借等の契約内容を中心とした諸般の事情の分析・明確
化が、何を措いても、継続賃料の価格形成要因として重要ということになる。
　さらに、ここで明確化された諸般の事情は、継続賃料に係る評価手法の適用及び試算賃
料の調整の有力な根拠となる。鑑定基準の定める４手法は、実務・判例等の慣行から生じ
た代表的な手法であり、価格の３手法の如く一致が予定されているものではない。ゆえに、
契約当事者が現実に合意した諸般の事情が有効であるなら、これを重視した手法や評価要
素を用いることが、当事者の意思に適い、納得を得やすいものとなる。よって、証拠に基づ
いた諸般の事情の活用が望まれるのである。」

頂きましたご意見については、その趣旨及び内容を十分に踏
まえて、実務指針を作成しております。

56

継続賃料の
一般的留意

事項

直近合意時
点

総論第7章 238

「C　解説、d（ａ）直近合意時点の考え方」、「…直近合意時点は事情変更を考慮する
起点となるものである。」に続き、以下の内容を追加すべきである。

「　なお、継続賃料の価格形成要因でも述べた如く、当初契約は、当事者が現実に
合意した確実なものであり、以後の賃料改定や契約変更は当初契約の履行もしくは
修正という過程を経ることに鑑み、直近合意時点を確定するには、現行賃料が当初
賃料と異なる場合、当初契約時点から価格時点までの間に当初合意と異なる合意
が存在する可能性があるため、その内容及び時点を判定しなければならなくなる。そ
の際、現実に合意したか否かは、経済的合理性を伴って相応の交渉を経た上の合
意かどうかで判別すべきと考えられ、当初及び各改定時の賃貸借等の契約内容を
中心とした諸般の事情の分析・明確化が必須となる。」

頂きましたご意見については、その趣旨及び内容を十分に踏
まえて、実務指針を作成しております。

57
継続賃料を
求める鑑定
評価の手法

総論第7章
240-
241

「C　解説」、「…継続賃料に係る評価手法は、継続賃料固有の価格形成要因である
事情変更の要因と
諸般の事情の要因を各手法において可能な限り考慮して、各手法の平仄を合わせ
て、鑑定評価書においてそのプロセスを明示することで、評価の過程の説明の向上
を図ることが可能となる。」に続き、以下の内容を追加すべきである。

「　特に、当初及び各改定時の賃貸借等の契約内容を中心とした、賃料決定の要素
となった諸般の事情は、契約当事者が現実に合意したものであるから、各評価手法
の評価要素として、また、各試算賃料の調整における説得力の判断要素として重視
すべきであり、これが合意賃料の修正を求める契約当事者及び関係法曹の納得を
引き出す要素となると考えらえる。」

頂きましたご意見については、その趣旨及び内容を十分に踏
まえて、実務指針を作成しております。

58
個別的要因
（建物）

総論第3章
2～3
5～6

運用上の留意事項によれば、建物各用途に共通する個別的要因及び用途毎に特に
留意すべき個別的要因が列記されているが、鑑定評価報告書の記載にあたっては、
鑑定士の判断でこれらの個別的要因のうち、主要な価格形成要因についてのみ記
載すればよいと考えてよろしいか。

基準では、鑑定評価報告書の記載事項として、「対象不動産に
係る価格形成要因についての状況」について記載しなければ
ならないとしています。

59
個別的要因
（建物）

総論第3章 6

住宅の個別的要因の解説のなかで「これらに関するインスペクション等による個別の
住宅の状態の精緻な把握、修繕履歴等の把握が、現実の不動産市場の形成に影
響を及ぼす可能性がある…」の記載があるが、不動産鑑定士による既存建物調査
のレベルとして、どの程度の内容を意図しているのか。例えば、国土交通省の既存
住宅インスペクション・ガイドラインによる一次的な建物現況調査では、床下・小屋裏
点検口からの目視調査が含まれるが、そうした点検口からの目視調査まで意図して
いるものか。
また、依頼者から修繕履歴に関する情報や実施済みのインスペクションに関する資
料を入手できる場合と出来ない場合で、経済的残存耐用年数の判定の精度が異な
ることになるが、そうした情報等の有無に関しては確認資料に記載すれば足りると考
えてよいか。

・ご指摘の記載部分は、既存建物における不動産鑑定士の調
査範囲・水準を意図したものなく、建物の個別的要因の調査は
不動産鑑定士が行うべき通常の調査範囲で実施するものと考
えます。
・なお、国土交通省では既存建物に係る原価法の精緻化に関
連した検討が進められており、また、当連合会においては「個
人の住宅価格情報ニーズに対応するための取組」等を進めて
おりますので、今後、ご参考にしていただければと考えます。
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整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

60

対象確定条
件
⑤未竣工建
物等鑑定評
価

総論第5章ほか
18

ほか

「未竣工建物等鑑定評価・・・資金調達能力等の観点から工事完了の実現性が高い
ことの確認は必要」と規定されているが、その実現性の高低の判断が曖昧である。
【理由】
「実現性の高低」について、如何に判断するべきかを明確にさせておかなければ、判
断に迷うと考える。
金融機関における与信レベルでも、相当な時間と資料解析を行わないと判断できな
いものではないだろうか。

実務的には、不動産鑑定士の通常の調査能力の範囲内で発
注者の意思や資金調達能力、施工業者の施行能力について、
特段の問題がないと客観的に判断できるかどうかが、実現性
を判断するための着眼点と考えます。

61
対象不動産

の確定
総論第５章 21

「脚注６　 建物完成当初は、空室が多い場合も少なくなく、一定期間経過後に安定し
た空室率になると考えられるが、未竣工建物等鑑定評価の条件設定をした場合に
は、竣工直後の賃貸状況を予測して評価を行う。なお、条件を明示することにより安
定稼働状態を前提とすることも可能。」について、なお書きを削除すべきと考えます。
【理由】
安定稼働状態となるまでの期間が長期間と予測される場合、「安定稼働前提の未竣
工建物等鑑定評価」と「竣工直後の現状所与の鑑定評価」の鑑定評価額の差異が
大きくなることから、鑑定評価書の利用者の利益を害する可能性があるため

ご指摘をふまえ修正いたします。

62
対象不動産

の確定
総論第５章 21

「脚注７　「自ら判断することができる」とは価格に与える影響の程度についての概略
の認識ができる場合をいい、条件設定に伴い相違する具体的な金額の把握までを
求めているものではない。」について、「概略の認識」とは、具体的にはどのようなこと
でしょうか？

鑑定評価書の利用者が、利用目的に対応した判断を適切に行
うことが可能な程度の認識（例えば、条件を設定した場合と条
件を設定しなかった場合とでは、鑑定評価額が異なる可能性
があるかどうかということを認識していること、など）と考えま
す。

63
対象不動産

の確定
総論第５章 22

対象確定条件の設定要件について、「なお、基準には明記されていないが、実務的
に、鑑定評価の利用目的により前提とする状況が実現することを前提として鑑定評
価を行う場合 には、実現性又は合法性に欠けると鑑定評価書の利用者の利益を害
するおそれがあると判断され条件設定の要件を満たさなくなると考えられるので注意
が必要である。」とありますが、独立鑑定評価や併合鑑定評価などでは、実質的に実
現性や合法性を満たす必要があるということでしょうか？

ご指摘をふまえ修正いたします。

64
対象不動産

の確定
総論第５章 23

脚注11「ここでいう賃貸借契約に係る想定上の条件とは、一括長期賃貸借契約等、
対象不動産に係る賃貸市場の慣行に照らして標準的とは認められない賃貸借契約
内容を前提とする場合等（この場合も契約内容の妥当性の検討は必要）をいう。な
お、提示された賃貸借契約内容を標準的で妥当なものと判断した上でそれを前提に
鑑定評価を行う場合は、想定上の条件設定には該当しない。」について、ここまで、
厳密に分ける必要はないのではないでしょうか？
【理由】
・例えば、投資用不動産を多く所有するファンドや機関投資家からの依頼の評価にお
いて、鑑定評価書ごとに、予定賃貸借契約前提が条件となる場合・ならない場合が
分かれることは、鑑定評価書の利用者に不親切かと思います。
・また、条件とするか否かが鑑定士の判断に左右されますので、判断にばらつきが
生じるおそれがあります(特に。賃貸市場が未成熟とされている事業用不動産の場
合）。

ご指摘をふまえ修正いたします。

65
対象不動産
の確定

総論第5章 25

想定上の条件について、従前は「関係者等の利害を害する恐れがないこと」が要件
の一つとされ、鑑定士側の判断に委ねられていたと思われるが、改正後は「鑑定評
価書の利用者自らが、価格への影響を判断できる」と鑑定士が判断できることと、よ
り範囲と内容が具体化されたが、実務上はどのように行うのか。
【理由】
従前と意味合いが変わったわけではないと考えられるが、基準・留意事項の表現が
より具体化された以上、指針でも具体的に方法を記載してもらいたい。調査範囲等
条件では留意事項に例示されていることからも必要と考える。

・関係者の範囲及び利益を害するおそれの判断基準を明確化
したもので、実質的な内容は変更されていません。
・対象確定条件における現実の利用状況と異なることによる影
響と同様に、鑑定評価書の利用者の範囲や属性等及び依頼
目的からみて、現実と異なる価格形成要因とすることによる影
響の判断が可能か、という観点で判断を行うものと考えます。
・なお、調査範囲等条件の設定要件のような対応は必ずしも必
要ではありません。

66
対象不動産

の確定
総論第５章 32

調査範囲等条件を設定した場合の鑑定士による最低限の調査について、「土壌汚染
対策法及び関連条例による指定の有無」、「文化財保護法による指定の状況」、「ＰＣ
Ｂに関する届け出」があげられていますが、「ＰＣＢに関する届け出」については、そ
の使用状況が把握できない可能性もあり、最低限の調査に含めないことが妥当と考
えます。また、「ＰＣＢに関する届け出」の調査を必要とする場合には、具体的な法令
の記載をお願いします。
【理由】
・「ＰＣＢに関する届け出」としては、①「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法」や②「電気事業法」によることが考えられますが、①は公
開、②は非公開とされています。
・届け出対象は、①はPCB廃棄物（東京都のように①に基づく指導要綱で使用中の
PCBを把握・公開しているケースもあります）、②は使用中のPCB含有電気工作物、
となっており、公開情報である①の届け出では、不動産の価格形成要因とはならな
いと思われる（PCB廃棄物の譲渡は原則禁止であるため）PCB廃棄物の保管状況等
の把握しかできない可能性があり、一方で、不動産の価格形成要因となると思われ
る使用中のPCBの状況は把握できない可能性があります。

　
・最低限必要な調査は、役所等において縦覧可能な通常の調
査で把握できる範囲が対象です。
・なお、ＰＣＢに係る法令名等については、ご指摘をふまえ修正
いたします。
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整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

67

調査範囲等
条件
資料の検討
と 価 格 形 成
要因の分析

総論第5章 43

基準上の「不動産鑑定士の通常の調査の範囲」と「専門職業家としての注意を尽くし
た」調査に実務上の違いがあるのか。あるのならば、それぞれの調査範囲の違いを
明確にしてもらいたい。
【理由】
自ら行った業務に瑕疵がないことを証明する必要に迫られた場合、調査範囲につい
て実務上の具体的指針を示しておいてもらいたい。

不動産鑑定士が行う調査の範囲としては、両者に相違はあり
ません。

68
対象不動産

の確定
総論第９章

49～
54

記載例については実務への影響が大きいこと、及び改正基準対応という観点から、
できる限り必須事項に絞り、任意事項については、記載しないか、任意事項であるこ
とを明示していただきたいと考えます。
特に以下の点について再検討（削除や任意事項であることの明示）をお願いします。
①未竣工建物等鑑定評価：「取引金融機関への聴聞」が可能なケースは実務上少な
いと考えます。
②想定上の条件：「心理的嫌悪感がない」という実現性の判断は困難（逆に判断でき
れば条件設定不要）と考えます。
③調査範囲等条件：「実地調査（目視）」は最低限の調査に含まれていません。また、
（例２）について、限定された調査で、端緒についてコメントすることは必要ないので
はないでしょうか？価格への影響をコメントしなくとも端緒の有無のコメント自体が、
鑑定評価書の利用者に誤解を与えるおそれはないでしょうか？

①ご指摘をふまえ修正いたします。
②市場特性に応じて、心理的嫌悪感の検討は必要と考えます
が、解説及び記載例については、ご指摘をふまえ修正いたしま
す。
③
・現地調査について：調査範囲等条件の設定に関わらず、対象
不動産の実地調査は必ず行うので、相応の確認は可能と考え
ます。
・調査結果の記載について：鑑定評価書の利用者への情報提
供として判明した事実については記載すべきと考えます。

69
対象不動産

の確定
総論第９章 54

（価格への影響の判断）
「対象不動産は工業団地内に存する工場として利用されている土地であり、取引事
例等の分析等から通常の土壌汚染によるリスクは取引価格に織り込まれていると判
断されるので、対象不動産の最有効使用も勘案し、土壌汚染が存する可能性につい
ては特段の減価要因とはしなかった。」とありますが、この例示は不適切と考えま
す。
【理由】
・土壌汚染については、取引価格に織り込まれているよりも、取引当事者が別途考
慮していることのほうが多いのではないでしょうか？（取引事例カードの情報では土
壌汚染を織り込んでいるかわからないのではないでしょうか？）
・工場を工場として使用するための取引でも、汚染状況やその原因者を明確にする
ため、売買当事者は、土壌汚染調査を行い、別途考慮するのではないでしょうか？
・安易に土壌汚染を減価要因としない評価が行われるおそれがあります。

ご指摘をふまえ修正いたします。

70
対象不動産

の確認
P62/
3行目

・物的確認について「内覧を含む実地調査の必要」との記載があるが、建物の実地
調査の内覧と土地の実地調査の内覧の比較において、対象地内に入ることができ
ない実地調査については、外観調査として行った土地の実地調査は内覧を行ったこ
とにはならないのでしょうか。

・建物の内覧は各個室について行う事が望ましいが、現住の居住住戸に立ち入り、
各室の改装、破損状況の細部まで確認を行わなければ内覧を行ったことにならない
のでしょうか。

・敷地内に立ち入らず、確認できない箇所がある場合は、内覧
を含む実地調査を行ったとはいえないと考えます。なお、塀等
がない更地で、土地の状況が確認できる場合、資料等により合
理的推定が可能である場合は、必ずしも敷地内の立入が必要
ではないと考えます。
・立ち入らない区画がある場合は、すべての部分について内覧
を行ったとはいえませんが、全ての区画がほぼ同一の形状で
ある場合等、代表的な区画等の確認を行えば、建物の内覧を
行ったといえる場合もあると考えます。
・いずれの場合においても、確認できなかった部分について合
理的推定が可能かどうかで判断されます。

71
対象不動産

の確認
P65/
3行目

賃料支払いの猶予や免除が疑われるような場合は「入金状況の確認も行うことが望
ましい」とありますが、具体的にはどういう手段をとればよいのでしょうか。

依頼者等から、入金状況の把握可能な台帳や報告書等の開
示を受けたり、それらが困難な場合は、依頼者等への聴聞によ
る方法が考えられます。

72
対象不動産

の確認
P73
下

一時金について、「賃料の後払い的性格を有する場合」とは、どのような場合でしょう
か。

更新料については、賃料の後払的性格とする考え方があるた
め、記載をしています。

73

早期売却を
前提とした場
合の取壊し

費用

特定価格（各論
第1章）

117

「最有効使用が建物等を取壊すことと判断される場合の建物等の取壊し費用は、早
期売却による減価の対象とならないことに留意する必要がある」と断定しているが、
そうではない場合も想定されるので、「～対象とならない場合もあることに留意する必
要がある」などと記載すべきではないか。

取壊し費用が早期売却により減額される、ということは通常想
定されないと考えます。

74 手法の限定
鑑定評価手法の
適用（総論第8章

第7節）
121

「～基準各論の規定により適用すべきとされる鑑定評価手法の中で、典型的な市場
参加者の価格等の判断の中心となっている手法がある。」とし、次に「このような場合
に、対象不動産に係る市場の特性等を適切に反映した手法（原則として複数の手
法）を適用するに当たり、～」と記載されているが、後段の「適切に反映した手法」は
前段の「中心となっている手法」であるので、複数の手法とはならないのではない
か。

　
・中心となっている手法は必ずしも1手法ということではなく、複
数の場合も想定されます。
・ここでは、市場参加者の価格等の判断においてほとんど考慮
されていない手法を除く、という趣旨です。

75 手法の限定
鑑定評価手法の
適用（総論第8章

第7節）
121

「～当該適用する手法において、複数の方式の考え方が反映され、対象不動産の価
格形成について、客観的にみて十分な説得力があると認められる場合に限り、結果
的に基準各論に規定する手法を一部省略することができる場合がある。」と記載され
ているが、二つ目の「場合がある」は何を限定（除外）しているのか。

「場合がある」と記載しているのは、特定の依頼目的について、
適用すべき手法について指針が定められる場合もあることを想
定しているためです。

10
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76 手法の限定
鑑定評価手法の
適用（総論第8章

第7節）
121

「さらに、適用する一つの手法に市場の特性等を反映した複数の鑑定評価方式の考
え方が適切に反映されていれば、当該鑑定評価でそれらの鑑定評価方式に即した
複数の鑑定評価の手法を適用したものとみなすことができるため、結果的に適用す
る手法が限定される場合がある。」と記載されているが、これはどのようなケースを
想定しているのか。
当該記載より前では、手法の省略を厳しく限定しているが、整合しないのではない
か。

ご指摘の文章は前段の文章を補足したものですので、その関
連がわかるように修正いたします。

77 フロー図
鑑定評価手法の
適用（総論第8章

第7節）
124

「適用困難な手法の判断」で、「評価技術が確立されていない」ことを挙げているが、
これは「適用手法に係る検討」で考慮すべき内容ではないか。
「試算価格の調整、再吟味」「説得力に係る判断」と区分しているが、「試算価格の調
整」「再吟味、説得力に係る判断」と区分すべきではないか。

・複合不動産の取引事例比較法等、市場参加者の価格判断と
しては重要視されているが、鑑定評価の手法としては確立でき
ていない場合等を想定しています。したがって適用すべき手法
ではあるが、適用できない、と整理しています。
・試算価格の調整の区分については、ご指摘をふまえ修正い
たします。

78
収益還元法

の利回り

収益還元法（総
論第7章第1節

Ⅳ.1.）
127

「～利回りは金融資産等とのリスクかい離の程度は適切か、～」と記載されている
が、「リスクかい離」という表現は曖昧であり、「乖離」の漢字使用も当該記載より前と
異なる。

ご指摘をふまえ修正いたします。

79
原価法（再調
達原価）

総論第７章 136

再調達原価に計上する付帯費用の項目が極めて曖昧で不明確であるため、修正を
求める（特にP136の図下注書きの、取得費用を含めるという考え方もある。）。
また、従来明確にされなかった付帯費用の中にある「建物に直接帰属する付帯費
用」とは具体的には何を意味するのか明確してもらいたい（例えばテナント募集費用
の一部）。
【理由】
実務指針は鑑定士の実務標準化の役割をも担うものであり、このような曖昧な書き
ぶりでは、かえって業者間で都合のよい形をとるような結果を招き、業者間でばらば
らな対応となることが容易に予想される。
そもそも取得費用は売主が負担したのは事実であるが、これを取得する買主も同様
に負担することが必要であるため、そもそも不動産の価値を構成するものではない
（建築期間中の金利負担等の資金調達コストなどとはまったく性格の異なるものであ
る）。
また、会計上の区分もこれらは資産ではなく、単年度の費用として処理されるもので
あることから、売主としても資産としての認識はないと考えられる。
いずれにしろ、本件の具体的な対応は、本改正で新たな対応が求められる部分であ
るため、取得費用を再調達原価に含めるという考え方があるとの極めて曖昧な記載
ではなく、指針として再調達原価に含めるのか否か、どのような場合に含めるのか、
含めないのかについて明確に例示をお願いしたい。

・取得費用を再調達原価に加算するか否かについて、ご指摘
のような意見があることは認識しております。この点につきまし
ては、拙速に結論を導き出すことなく、今後の検討課題とさせ
て頂ければと思います。
・なお、P136イメージ図内で記載した、従来明確に認識されて
いなかった「建物に直接帰属する付帯費用」は、「建物の取得
費用」をイメージしております。（図表の文言については、ご指
摘をふまえ修正いたします。）

80
原価法（再調
達原価）

総論第７章 138

土地の再調達原価は、造成完成後期間を経ていないことを手法有効性の判断として
いるが、適切ではないと考える。
【理由】
既存の要説の記載ではありますが、造成後の期間が短期であろうが、長期であろう
が、対象地の周辺で素地となる土地が存在するのであれば、原価法の適用は可能
だと思います。造成後期間に応じ、周辺の熟成度に差異が生じますが、当該要因は
素地価格にも反映されることから、素地事例があれば、期間の長短により手法の有
効性に差異はないと考えられます。

素地となる土地の再調達原価を適切に把握できるのは、通常
は造成完成後期間を経ていない場合が多いということを踏まえ
記載しましたが、これに限られるものではありませんので、ご指
摘をふまえ修正いたします。

81 原価法 総論第7章 139

「なお、実務においては、土地・建物に係る付帯費用相当額を、付帯費用を含まない
土地建物一体の価格に加算する方法もある」の後に、「ほか、後記の市場性増減価
修正の段階で考慮する方法もある」を付け加える。
【理由】
開発利益を含む付帯費用に市場価値が認められる場合、当該付帯費用の現価は土
地建物の取引価格の一部として、付帯費用を含まない土地建物価格に対する市場
性の増分として捉えられること及び実務の実態を踏まえたもの。

・今回の基準改正において、開発利益等は再調達原価の中で
考慮すると明確に整理されていますので、原案のままでよいと
考えます。
・なお、ご意見にある「開発利益等を再調達原価に含めず、市
場性増減価としてその中で考慮する」方法の適用を否定するも
のではありませんが、この場合は鑑定評価書において、当該
方法によることが、結果として基準の考え方にも則っていること
を合理的に説明することが必要と考えます。

82
原価法（減価
修正）

総論第７章 143

破損部分の減価額についての記載において、どの状態の価格に対するものかにつ
いて記載が必要だと思います。
【理由】
取替後の価格に対しては、記載のとおり取替費用が減価額となりますが、破損前の
価格に対しては、取替費用を控除し、取替による増価（耐用年数延長）を考慮する必
要があります。

・ここでは、直ちに取替え若しくは補修が必要＝すなわちこのま
までは利用ができず、経済価値が認められない状態となってい
ることを前提に、その部位について破損前と同じものに入替え
等する場合の原則について記載しています。
・ご意見は、維持補修等に際し、現状まだ利用できる部位も同
時に取り替えざるをえない場合の対応についてのものと考えま
す。
・なお、より理解を得られるように、ご指摘をふまえ修正いたし
ます。

11
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83
原価法（減価
修正）

総論第７章 149

その他の構成部分の減価修正について、付帯費用の再調達原価の記載と同様に、
内容が極めて曖昧で不明確であるため、修正を求める。
P153※４「付帯費用の耐用年数に基づく方法の適用」⇒「付帯費用の減価修正の方
法」では？
【理由】
不動産を取得する依頼者は、会計上取得価格を償却資産と非償却資産に区分して
計上する必要がある。
今回の基準改正により付帯費用を計上する形となったため、今後鑑定士に対し、付
帯費用をどのように区分されるのかについて意見が求められる形となる。この場合
に、現在の曖昧な書きぶりでは、十分に説明責任が果たせないと考える（計上すべ
き付帯費用を明確にする必要がある。業者間でバラついた対応となる恐れがある）。
特にP153※４の記載のように、複数の考え方があり、これを記載するとしているが、
複数の考え方を容認するのではなく、付帯費用の項目に応じ適切な方法を採用すべ
きではないか。そのためにも、原則的な対応と例外ケース等を実務指針の中である
程度明確にし、鑑定士が共通認識をもつ必要がある。

・ご意見として承り、今後の検討課題とさせて頂ければと思いま
す。
・なお、P153の文言については、ご指摘をふまえ修正いたしま
す。

84

原 価 法 に お
け る 市 場 性
の 反 映 に つ
いて

総論第7章 155

・「原価法においては、市場性を反映することに限界があることに留意する必要がある」と明
記してあるが、「原価法の精緻化」を今回の基準改正の主題としている中で、このように断言
してしまうことは自己矛盾である。（「精緻化」を標榜するなら、「手法の限界」を明記すべきで
はないし、「手法の限界」を認めるならば、実務上混乱を来すような「精緻化」を進めるべきで
はない。）
・「原価法の精緻化」という言葉が「中古住宅評価における現在価値査定の精緻化（従来価
値なしと判断していたものについて、経済価値を見出せる部分は適正に値付けをしていく）」
と「都市部の収益用不動産の評価における積算価格の精緻化（乖離が生ずることの多い収
益価格とのバランスをとる）」ということの双方に使われているが、両者は区別して考えるべ
きである。
・上記を踏まえ、鑑定評価の需要者にとって必要な内容であるか否かの視点を持って、どの
部分を「精緻化」するかを検討すべきである。
【理由】 原価法において開発リスクや業者の利潤、優良テナントを確保していることによる
超過利潤等をどう織り込むかは従来から認識されてきた課題であった。これを「精緻化」とい
う題目のもと実務に織り込んでいくことが今回の改正の主題と認識していたが、一方で今回
「手法の限界」を認めてしまうと、初めから「できないことを無理にやろうとしている」ということ
になり、何のための改正か趣旨が曖昧になると思料する。

中古住宅の現在価値を適正に把握していこうということは、社会一般においても求められ
ており、鑑定評価の需要者のニーズにも合致するので、実務指針で整理するに値することで
ある。この点に異論はない。

しかし、証券化案件を始めとする都市部での収益用不動産については収益価格を中心と
する価値判定が定着しており、鑑定評価の需要者の認識もそれで統一されている。初めか
ら原価法に「手法の限界」を認めるならば、「付帯費用の現価」等の求め方にこだわる必要
がないことになる。

「手法の限界」を一定程度認める案件と、「精緻化」を目指す案件の整理が必要である。現
案ではその区別がついていないため、鑑定評価の需要者が重要視しない部分が精緻化の
名の下に細かくなり過ぎている感があり、しかも区分や判断基準が曖昧な部分も多く残され
ているため、評価担当の実務上も、需要者にとっても混乱をもたらすことを危惧する。

・原価法はコストからのアプローチなので、原則的に、積算価格
は再調達原価を上限とし、原価額を超える減価もないという前
提に立っています。
・市場性は再調達原価及び減価修正の2段階で考慮することと
なりますが、特に市場が大きく変動している場合などでは、他
の手法との相対的な比較において、原価法は、市場の現状を
十分に反映できない場合もあるため、その意味で限界があると
記載しました。（実際に、このような市場下においては、収益価
格や比準価格が積算価格と乖離して求められるケースも多く
見られます。）
・ただし、ご指摘の通り、「限界がある」という表現は適切ではな
いので、ご指摘をふまえ修正いたします。
・その他のご指摘については、ご意見として承り、今後の検討
課題とさせて頂ければと思います。

85
積算法（新規
賃料関連（総
論第8章））

ｃ　必要諸経費等
について

174
開発リスク等の付帯費用が必要諸経費（例えば、減価償却費）に及ぼす影響につい
ての説明が必要と考えます。

付帯費用が投下資本の一部と認識されれば、減価償却費に計
上する必要があると考えます。

86 建付地 各論第１章 177

P177解説において建付地の価格を更地価格をもとに求める場合の「この場合の更
地価格は、基準に則って求めなければならない」との記載と、P178の複合不動産の
価格から求める場合の「なお、複合不動産の価格は、基準の考え方に則って求めた
ものでなければならない」と、表現を区別していますが、この意味はなんでしょうか？

・建付地の鑑定評価における評価の過程で求める更地価格及
び複合不動産の価格は、基準に則って査定することが本来望
ましいと考えます。
・しかし、複合不動産の価格を「基準に則って」求めるものとす
ると、建物についても鑑定評価書に詳細な記載等が必要となり
ます。一手法を適用するために行う作業としては負担が大き
く、現実的ではないことから、P178では、最終的に求める建付
地価格に大きな影響がない記載事項等については手順等を省
略してもよいことを記しています。
・一方、建付地の鑑定評価においては、必ず土地の調査・分
析・記載等を行うことから、更地価格を求める際には「基準に
則って」行うべきものとしたものです。

87 建付地 各論第１章 177

今回の改正で「複合不動産価格を配分する方法」が追加されましたが、以下の理由
から、この方法が原則となることの記載が必要と考えます。
・P152の原価法の適用明細表のとおり、再調達原価の段階で、土地に直接帰属する
付帯費用の把握が困難であること
・付帯費用の減価修正を建物に準じて行う場合、建物の状態を把握する必要がある
こと

実務的には「複合不動産価格を配分する方法」を適用すること
が多くなるかもしれませんが、基準では、更地の価格をもとに
求める方法を原則とする旨の記載となっています。

88 建付地 各論第１章 179

基本的考え方ⅱの記載がおかしいと思います。
「建付地価格を控除法により求める際には、特にその乖離分について慎重に配分を
行う必要がある」とありますが、控除法を採用することにより乖離分は土地に帰属す
る形となるため、配分を慎重に行うなどの対応はできない。
【理由】
手法の適用を慎重に行うとの記載になるかと思います。

ご指摘をふまえ修正いたします。

89
建物の部分
鑑定評価

各論第１章 183
P183基準解説の後段の記載「建物の価値は、敷地利用権原にかかる経済価値を含
むものであるので、」との記載は適切でしょうか？
建物の部分鑑定評価で、敷地利用権を建物価格に加算すると読めます。

ご指摘をふまえ修正いたします。

90
建物の部分
鑑定評価

各論第１章 183
建付地で記載している配分方法適用の場合の留意事項は、建物の場合も同様だと
思いますので、その旨を記載する必要があると思います。特に控除法を安易に適用
すべきでない旨の記載は必要です。

ご指摘をふまえ修正いたします。

91
建物の部分
鑑定評価

各論第１章 184
なお書きの報告書記載の内容については、留意事項の解説部分ではなく、建付地と
同様に基準の解説箇所に記載すべきです。

ご指摘をふまえ修正いたします。
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整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

92 借家権 各論第１章 187

解説また書きの「高い収益性が確保されている貸家及びその敷地の場合」におい
て、「その場合は特殊な事情が介在することが多いので、評価に当たってはその点を
考慮する必要がある」との記載がありますが、意味がよくわかりません。
評価に当たってどのように考慮するのか具体例の記載をお願い致します。
なお「必要がある。。」と丸が余分です。

現行家賃が非常に高い場合は、退去要請を受けても借家人が
事実上消失する経済的利益は小さいことから、理論的には借
家権価格は低く求められることになるが、例えば貸主側が借家
人を追い出して高値で売却することを目論んでいる等の事情は
斟酌すべきという意味で記載しましたが、ご指摘をふまえ修正
いたします。

93

借地権及び
底地（定期借
地権等）（各
論第Ⅰ章）

不動産鑑定評価
基準　ア　借地権
の取引慣行の成
熟の程度の高い

地域　Ｃ解説

204

上段に「借地権者が借地権設定者に支払う前払地代や差し入れる預り金的性格を
有する一時金については各期の前払地代及び運用益や運用益獲得機会の喪失相
当額を査定し、考慮することとなるが、この場合の運用利回りは資金の調達的側面

を有していることに留意する56。」及び下段欄外に「56「証券化対象不動産の鑑定評
価に関する実務指針」（平成平成 21 年 6月 証券化鑑定評価委会）参照。 員会）参
照。」の記載があるが、「証券化対象不動産の鑑定評価に関する実務指針」p41では
「運用益相当額又は運用益獲得機会の喪失相当額の査定における運用利回りは、
資金の運用的側面と調達的側面双方を有するため、これらを総合的に勘案して査定
する。」と記載されている。両記述の関係に係る説明が不足。

ご指摘をふまえ修正いたします。

94

借地権及び
底地（定期借
地権等）（各
論第Ⅰ章）

不動産鑑定評価
基準　ア　借地権
の取引慣行の成
熟の程度の高い

地域　Ｃ解説

204

中段に「前払地代や差入敷金が存在する場合の借地権の価格は、それらがない場
合と比較して低下し、底地の価格は上昇することに留意する必要がある。」との記載
があるが、前払地代及び差入敷金と毎期の支払地代との関連が考慮されていない。
賃料差額を査定する際の実際支払地代には前払地代及びその運用益と差入敷金
の運用益を含むと解されるので、前払地代及び差入敷金と毎期の支払地代との関
連を考慮すると、前払地代や差入敷金がある場合は借地権価格は下落するとは必
ずしも言えないのではないのか。また同様に、前払地代や差入敷金がある場合は底
地価格は上昇するとは必ずしも言えないのではないのか。

・ご指摘の部分は、実際支払賃料が一定という前提を置いたう
えで説明したものですが、ご指摘をふまえ修正いたします。
・なお、新・要説には、総論第7章の2.賃貸事例比較法の箇所
で、「各支払時期に支払われている実際の賃料（実際支払賃
料）」との記述があります。

95

借地権及び
底地（定期借
地権等）（各
論第Ⅰ章）

（エ）契約に当
たって授受された
一時金の額及び
これに関する契

約条件

206

「預り金的性格を有する一時金の授受があった借地権の鑑定評価に当たっては、判
例では、借地権者が交代時において、前の借地権者が有する敷金返還請求は新た

な借地権者へ承継されない（最高裁判例昭和 53 年 12 月 22 日57）とされていること
も踏まえ、売買に際して当該一時金返還債務の承継の有無につい明確にしておくこ
とが必要である。」との記載があるが、下線部分は「返還請求権」ではないのか。

ご指摘をふまえ修正いたします。

96

借地権及び
底地（定期借
地権等）（各
論第Ⅰ章）

（エ）契約に当
たって授受された
一時金の額及び
これに関する契

約条件

207

上段に「また、前払地代は将来の実際支賃料を減少させるが、将来発生する地代を
一時金として契約締結時に前払いしたものに過ぎず、地代自体が免除や軽減されて
いるものではないため、借地権の価格を構成するものではないが、一時金として支
払うため、借地権者の運用益獲得機会喪失相当額分だけ、価格を低める要素とな
る。 」と記載しているが、借地権者の運用益獲得機会喪失相当額や借地権設定者
が享受する運用益相当額を考慮して前払地代が形成されると考えられ、必ずしも借
地権価格を低める要素となるとは言えないのではないか。強いて言えば、税制の改
正により定期借地の需要が増加することによって定期借地権価格が変動することは
考えられるが。

ご指摘の部分は、実際支払賃料が一定という前提を置いたう
えで説明したものですが、ご指摘をふまえ修正いたします。

97
賃貸事業分
析法

各論第2章
215・
216

【意見】
ここで使用している「土地残余法」は所有地に対するものを言っていると思われる
が、借地権の価格を求める場合にも基準上は「土地残余法」と言う語句を使用してい
るので混乱を招く。
【理由】
借地権の価格を求める場合の土地残余法はいわゆる「借地権残余法」であるが、賃
貸事業から得られる土地建物帰属純収益のうち建物帰属純収益と借地権帰属純収
益を除いたものが土地所有権（底地）帰属純収益であり、これが地代に相当するの
ではないか。

ご指摘をふまえ修正いたします。

98

新規賃料（宅
地　賃貸事
例分析法）

（各論第2章）

Ｃ解説　＜解説＞
215～
216

215ページ下段から216ページ上段にかけて「土地残余法におけ「建物帰属純収益」
は土地建物が同一の所有者である場合において…（略）…したがって、一般に、借地
権設定権者に帰属する純収益である 「土地帰属純収益」は、所有権型の土地帰属
純収益と比較して低くなる。」と記載されている。
上記は、建物所有者（借地権者）と借地権設定者間のリスクの相対的な大小から土
地帰属純収益が所有権型と比較して低位となることを説明しようとするものと解され
る。
宅地賃貸事業分析法は、残余（収益配分の原則）としての土地帰属純収益から新規
地代を求めようとするものであり、建物に帰属する純収益を適正に査定する必要が
ある。借地権者は所有権型と比較して、下記のリスクがあり、当該リスクをカバーで
きない地代だと、借地権ではなく土地所有を選択することになる。これらのリスクをカ
バーできる地代で、かつ建設需要が大きな地域であれば宅地賃貸事業分析法で求
められた結果は相当に説得力を有することになる。
・地代改定リスク　・譲渡・転貸等リスク　・借地権消滅リスク　・担保価値リスク
借地権設定者のリスクと建物所有者のリスクを比べれば明らかに前者が小さいが、
その相対関係で建物に帰属する純収益を求めることはできないと考える。説明の追
加を願いたい。

・賃貸事業分析法は、純収益の残余法的手法であり、按分法
的手法ではありません。
・なお、表現が分かりにくかったため、ご指摘をふまえ修正いた
します。

99
賃貸事業分
析法

各論第2章 218～

【意見】
具体的計算例が挙げられているが、あくまでも「参考」かそれとも業界標準（推奨）か
【理由】
各論第3章DCF法収益費用項目等を基礎に、建物投資額等にこれから求めるべき支
払地代を含める等、地価公示等における土地残余法と組み立てが異なっている。

あくまで「参考」という位置づけです。

100
再調達原価
に 含 ま れ る
付帯費用

総論第7章

原価法適用に際して考慮される付帯費用は、収益還元法により更地価格を求める場
合どのように考慮されるのか。開発型DCF法であれば、建物投資額等に建物に直接
帰属する付帯費用及び土地に直接帰属する費用並びに期間費用も含め、それを割
り引き控除する際の割引率を発注者利益等及び期間リスクを考慮したものとすると
いう理解で良いか。土地残余法においては、建物に帰属する純収益にこれらをすべ
て含めれば帳尻は合うが、概念が異なってくることになる。
【理由】
各方式（手法）間の整合性を確保する必要がある。

・ご指摘のような峻別の仕方が一つの方法ではないかと考えま
す。
・いずれにしても、手法間の整合性を考慮し、考慮漏れや二重
計上等を避けることが重要と考えます。
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整理
番号

意見箇所
（項目名）

意見箇所
（章名）

頁 ご意見 回　答

101 継続賃料
総論第7章
各論第2章

留意すべきと記載されている「賃料増減額請求権」については、基準上「請求権」と
いう語句は出てこないので、改正基準との関係において明確にしてもらいたい。
【理由】
当該請求権についてどのように留意するのか明確してもらいたい。また、継続賃料
評価は、原則として賃料増減請求権を行使しうる場合に行うものであるという表現が
ある一方、請求権を行使できない場合でも鑑定評価可能という表現も見られるので
請求権に大きな意味を持たせる関係性を明確にしてもらいたい。

・賃料増減請求権は、借地借家法11条、32条に規定され、その
点については実務指針に記載しております。継続賃料の鑑定
評価を行う場面として、賃料増減請求を行う場合、当事者間の
協議のために行う場合、内部的に継続賃料を把握する場合等
について検討をしています。
・また、継続賃料の鑑定評価を行う範囲についても上記の関係
から、記載をしているとおりです。

102
対象不動産
の確認

総論第8章

再評価ではない場合で、複数の関与不動産鑑定士全員が実地調査は必要か。業務
指針では「必要不可欠」とされているが、その取り扱いどおりか。
【理由】
「関与」は鑑定評価の核となる主たる部分の全部又は一部について実施することで
あり、関与の定義上は一部でも構わないと受け取れる。全員の実地調査が必要か否
か、業務指針と実務指針との関係から明確にしてもらいたい。

業務指針についての見直しは行っておりません。

103
建付地・建物
の部分鑑定
評価

各論第１章

基準改正により再調達原価に付帯費用を含める形が明確となりました。但し付帯費
用を土地建物に明確に区分することが困難なため、実務上はP152の明細表のよう
に、一体の価格をもとに把握する方法がとられる形になると思います。
この場合、建付地・建物価格を割合法により求める場合には、複合不動産の価格
と、原価法における付帯費用を考慮する前の土地建物価格の合計との間の乖離額
を、当該土地建物価格の比で配分する形になるかと思いますが、これでよいのでしょ
うか？
【理由】
付帯費用を減価償却していますので、ほとんどが償却対象として整理していると考え
られますが、割合法を採用した場合、付帯費用のうち土地に帰属する部分は企業会
計上非償却資産となり、鑑定評価上の考え方と異なる結果となります。
通常、建付地・建物自体の評価依頼は、企業会計上のニーズがほとんどですので、
償却資産である付帯費用を、非償却資産である土地に含んで内訳価格を求めること
に問題があると考えます。
付帯費用の配分なり、積算価格を上回る部分の価値の配分について、どのように対
応すべきか、具体的な記載が必要だと考えます。

・「その他の付帯費用」は建物だけでなく土地にもかかる費用で
す。土地と建物等に分けて内訳価格を出す際に、土地に「その
他の付帯費用」分が配分されないのは理論的に整合していな
いと考えます。
・ご指摘は価格時点以降の会計処理の問題であり、基本的に
は価格時点における鑑定評価額とは切り分けて考えるべきも
のと考えます。
・なお、更なる付帯費用の取扱いにつきましては、今後の検討
課題とさせて頂ければと思います。

104 建付地 各論第１章 177

「更地価格に建付地補正（増減価修正）を行って求めた価格を標準とし、・・」とありま
すが、「更地価格をもとにすること」と「建物及びその敷地の原価法における土地の
再調達原価の考え方（更地価格＋付帯費用）」は整合性がとれているでしょうか？
仮に、付帯費用の現在価値について、建付地補正で考慮するということであれば、
その旨の説明が必要と考えます。

ご指摘をふまえ修正いたします。
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